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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

 中間連結会計期間 
第13期

 中間連結会計期間 
第12期

会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

自 2025年３月１日
至 2026年２月28日

売上収益 (百万円) 73,143 73,159 145,826

営業利益 (百万円) 5,914 6,173 12,652

税引前中間利益又は税引前利益 (百万円) 5,767 6,059 12,290

親会社の所有者に帰属する中間(当期)利益 (百万円) 3,823 4,284 8,181

中間(当期)包括利益 (百万円) 3,917 4,472 8,018

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 72,369 75,970 73,928

資産合計 (百万円) 173,673 166,257 169,821

基本的１株当たり中間(当期)利益 (円) 51.59 57.63 110.22

希薄化後１株当たり中間(当期)利益 (円) 51.49 57.60 110.06

親会社所有者帰属持分比率 (％) 41.7 45.7 43.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 11,064 9,568 16,533

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △226 △1,130 △571

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △8,786 △8,680 △15,782

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 (百万円) 9,042 6,956 7,194
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(ＩＦＲＳ)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいてお

ります。

３．百万円未満を四捨五入して表示しております。

４．基本的１株当たり中間(当期)利益及び希薄化後１株当たり中間(当期)利益の算定において、役員報酬ＢＩＰ

信託が所有する当社株式を自己株式として処理していることから、基本的加重平均普通株式数から当該株式

数を控除しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者

の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであります。

 
（１）業績の状況

当中間連結会計期間における日本経済は、雇用・所得環境の改善が続く中、個人消費や設備投資に持ち直しの

動きがみられ、景気は緩やかに回復しております。企業収益も改善している一方、中東地域をめぐる情勢や、自

然災害の影響には引き続き注視が必要であり、金融資本市場の変動等の影響にも注意が必要な状況となっており

ます。

当社グループの主力事業であるＣＲＭ（Customer Relationship Management）事業においては、ＡＩを活用し

た応対の自動化や業務プロセス変革へのニーズの高まりから、クライアントの事業成長や収益拡大に貢献できる

高付加価値サービスの提供が一層重要となっております。こうした市場環境の中、ヒトとＡＩの好循環のもと、

専門性の高い業務領域の拡大やデータ活用を通じて、業務品質及び付加価値の向上に努めるとともに、新たな事

業領域の開拓を推進しております。当社グループは、中期経営計画で掲げた「データ活用の拡張」、「ヒトの価

値最大化」及び「パートナー資本の深化」の３つの重点施策を推進することで、持続的な成長の実現を目指して

おります。

当中間連結会計期間においては、「データ活用の拡張」の取り組みとして、自治体の問合せ窓口にＡＩソ

リューションを導入し、コンタクトセンターの運用までを支援する新サービスの販売を開始いたしました。本

サービスでは、米Zoom Communications Inc.の日本法人ZVC JAPAN株式会社が提供するクラウド型コンタクトセン

ター「Zoom Contact Center」と、24時間自動応答する会話型ＡＩチャットボット「Zoom Virtual Agent」を組み

合わせ、自治体のＡＩコンタクトセンター化を一気通貫で支援いたします。住民満足度の向上に向けたシナリオ

設計や施策実行をサポートしながら、通話データやチャットボットのやり取りを分析し、業務改善につなげる仕

組みを構築することにより、応対品質の継続的な向上、自治体の業務効率化、職員の働き方改革に貢献し、2031

年３月末までに20自治体への導入を目指してまいります。

また、当社グループ会社である株式会社ＴＢネクストコミュニケーションズが、採用ＡＸ推進に向けてレバレ

ジーズ株式会社が提供するＡＩ面接ツール「NALYSYS（ナリシス）ＡＩ面接」を導入・実装いたしました。本ＡＩ

面接の導入により得られた運用ノウハウや実証データを自社の知見として蓄積し、採用の段階で独自のアルゴリ

ズムを組み込んだ面接評価・募集活動を行うことで、離職率を抑制し安定的なコンタクトセンター運用の構築を

目指してまいります。

「ヒトの価値最大化」の取り組みとして、企業のビジネスプロセス変革を支援する新サービスブランド「ＢＰ

Ｘ変革支援サービス」の提供を開始いたしました。本サービスは、年間1,700社を超えるＢＰＯ業務運営で得た業

務プロセスの可視化・再設計メソッドと、コスト効率を高める業務運営の実践知を掛け合わせ、ＡＩなどの最新

の技術の活用を前提とした変革の構想から実行・定着までを完全オーダーメードによる伴走型で支援いたしま

す。従業員30人以上の中小企業から5,000人以上の大企業まで、規模の異なる民間企業に勤務する管理職542人を

対象に、企業の業務効率化に関する実態調査を実施したところ、企業規模を問わず全体の８割弱が人手不足を感

じており、人手不足を解消するために、ＡＩやデジタル化による業務効率化が求められていることがわかりまし

た。本サービスの導入により、「コスト改革」や「ＡＩ実装」をテーマとする変革の構想はあっても、どこから

手を付けて良いか分からず実行の壁に阻まれていた企業に対し、根本的な課題解決に導きます。また、本サービ

スの伴走支援体制を継続的に強化するべく、当社グループでは2028年度末までにＢＰＲスキルを持つ専門コンサ

ルタントを現在の200名から400名へ、ＡＩ・ＩＴ導入人材は2,500名体制の構築を目指してまいります。
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「パートナー資本の深化」の取り組みとして、コンタクトセンター・ＢＰＯ拠点「福岡第４ソリューションセ

ンター」内に、株式会社ビックカメラ（以下、「㈱ビックカメラ」）協力のもとで、当社グループが受託運営し

ている業務の様子をガラス越しにご覧いただける当社グループ初のショールームを開設し、開所式を開催いたし

ました。また、第２弾として、コンタクトセンター・ＢＰＯ拠点「札幌第３ソリューションセンター」内に、北

海道電力株式会社（以下、「北海道電力㈱」）協力のもとで、当社グループが受託運営している業務の様子をガ

ラス越しにご覧いただけるショールームを開設し、開所式を開催いたしました。両ショールームでは、㈱ビック

カメラ及び北海道電力㈱の関係者、並びに当社グループのクライアント企業や当社グループに関心を持っていた

だいている企業の皆様をご案内し、企業の皆様が持つ課題やニーズに応じた当社グループのＡＩソリューション

のデモや動画を紹介いたします。今後は両ショールームを活用し、従来の提案資料や説明では伝わりにくかった

ソリューションの価値を知っていただくことで、当社グループの「多様な業界ニーズへの対応力」及び「改善実

績からみるサービス品質」などを伝え、クライアント企業の皆様の意思決定を加速させ、ともに新たな価値の創

出を目指してまいります。

加えて、辻・本郷ＩＴコンサルティング株式会社（以下、「辻・本郷ＩＴＣ㈱」）と、中堅・中小企業に向け

た「経理ＤＸアウトソーシングサービス」を、2026年９月より提供を開始いたしました。税理士法人を母体と

し、中堅・中小企業の経理業務の課題をよく知る辻・本郷ＩＴＣ㈱が持つ士業としての専門性とＩＴシステム選

定・導入の知見、並びに当社グループが幅広い業界のアウトソーシングで培った業務効率化のメソッドと豊富な

人的リソースを組み合わせることで、経理業務のＤＸを一気通貫で推進いたします。経理業務から支援領域を拡

大し、中堅・中小企業のオフィス業務を「守る」だけでなく、ＤＸ推進によって企業の競争力を「高める」パー

トナーとして、日本の中堅・中小企業の持続的な成長に貢献してまいります。

 
各セグメントの業績は以下の通りであります。

 
（ＣＲＭ事業）

収益改善施策が奏功し、ＣＲＭ事業の売上収益は731億６百万円（前年同期比0.2％増）、税引前中間利益は

60億39百万円（同5.6％増）となりました。

 
（その他）

コンテンツ販売収入が減少したため、その他のセグメントの売上収益は53百万円（前年同期比69.6％減）、

税引前中間利益は20百万円（同57.3％減）となりました。

 
以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上収益は731億59百万円（前年同期比0.0％増）、営業利益は61

億73百万円（同4.4％増）、税引前中間利益は60億59百万円（同5.1％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益

は42億84百万円（同12.0％増）となりました。

 
（２）財政状態の分析

①　資産の分析

流動資産は、主にその他の流動資産が５億96百万円増加しましたが、営業債権が16億24百万円減少したた

め、前連結会計年度末より16億30百万円減少し、280億87百万円となりました。

非流動資産は、主に有形固定資産が19億37百万円減少したため、前連結会計年度末より19億34百万円減少

し、1,381億70百万円となりました。

これらにより、資産合計は前連結会計年度末より35億64百万円減少し、1,662億57百万円となりました。

②　負債の分析

流動負債は、主に未払従業員給付が５億19百万円増加しましたが、借入金が10億円、未払法人所得税が８億

87百万円及び営業債務が５億75百万円減少したため、前連結会計年度末より23億56百万円減少し、434億34百万

円となりました。

非流動負債は、主に長期借入金が20億98百万円及びその他の長期金融負債が12億16百万円減少したため、前

連結会計年度末より33億60百万円減少し、458億89百万円となりました。

これらにより、負債合計は前連結会計年度末より57億16百万円減少し、893億23百万円となりました。

③　資本の分析

資本は、主に資本剰余金が22億33百万円減少しましたが、利益剰余金が39億26百万円増加したため、前連結

会計年度末より21億52百万円増加し、769億34百万円となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、95億68百万円となりました（前年同期は110億64百万円の収入)。これは主

に、税引前中間利益が60億59百万円、減価償却費及び償却費が42億56百万円、営業債権の減少額が16億37百万

円及び法人所得税の支払額が24億14百万円それぞれ生じたこと等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、11億30百万円となりました（前年同期は２億26百万円の支出）。これは主

に、無形資産の取得による支出が５億69百万円及び有形固定資産の取得による支出が５億44百万円それぞれ生

じたこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、86億80百万円となりました（前年同期は87億86百万円の支出）。これは主

に、リース負債の返済による支出が32億55百万円、配当金の支払額が23億14百万円、長期借入金の返済による

支出が21億円及び短期借入金の減少額が10億円それぞれ生じたこと等によるものであります。

 
これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、69億56百万円（前連結会計年

度末比２億38百万円減少）となりました。

 
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

 
（５）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 280,000,000

計 280,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 74,522,695 74,522,695
東京証券取引所
プライム市場

株主として権利内容に制
限のない、標準となる株
式であり、単元株式数は
100株であります。

計 74,522,695 74,522,695 ― ―
 

 
(２)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年３月１日～
2026年８月31日

― 74,522,695 ― 27,320 ― 7,071
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(５)【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

 発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 30,030,000 40.30

ＴＯＰＰＡＮ株式会社 東京都台東区台東一丁目５番１号 10,639,385 14.28

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 10,097,700 13.55

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 5,899,100 7.92

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷ
ＡＹ
（常任代理人　シティバンク　エヌ・
エイ東京支店

ＢＡＮＫＰＬＡＳＳＥＮ ２，０１０７
ＯＳＬＯ １ ＯＳＬＯ ０１０７ ＮＯ
（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

1,070,107 1.44

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩ
ＴＩＥＳ
（常任代理人　モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社）

２５ Ｃａｂｏｔ Ｓｑｕａｒｅ，Ｃａｎａ
ｒｙ Ｗｈａｒｆ，Ｌｏｎｄｏｎ Ｅ１４
４ＱＡ，Ｕ．Ｋ．
（東京都千代田区大手町一丁目９番７号）

618,513 0.83

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ
Ｏ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＩＥＤＵ　
ＵＣＩＴＳ　ＣＬＩＥＮＴＳ　ＮＯ
Ｎ　ＬＥＮＤＩＮＧ　１５　ＰＣＴ　
ＴＲＥＡＴＹ　ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人　香港上海銀行東京支
店）

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ　ＣＡＮＡ
ＲＹ　ＷＨＡＲＦ　ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ１
４　５ＮＴ，ＵＫ
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

571,900 0.77

株式会社日本カストディ銀行
（年金特金口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 535,700 0.72

株式会社　かんぽ生命保険
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区大手町二丁目３番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

488,500 0.66

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　Ｂ
ＡＮＫ　３８５７８１
（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

２５ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ，ＣＡＮＡＲ
Ｙ ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ，Ｅ１４
５ＪＰ，ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ
（東京都港区港南二丁目15番１号）

470,174 0.63

計 － 60,421,079 81.10
 

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下の通りであります。

株式会社日本カストディ銀行　　　　　　　　　　10,066,300株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　  　5,849,900株

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式に、役員報酬ＢＩＰ信託口が所有する当社株

式234,983株は含まれておりません。
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(６)【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（注）１

(自己保有株式)
普通株式 300

 

―

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる
株式であり、単元株式数
は100株であります。

完全議決権株式(その他)
（注）２

普通株式 74,463,700
 

744,637 同上

単元未満株式
（注）３

普通株式 58,695
 

― ―

発行済株式総数 74,522,695 ― ―

総株主の議決権 ― 744,637 ―
 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式234,983株

（議決権の数2,349個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式77株及び「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式83株

が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

株式会社ベルシステム24
ホールディングス（注）

東京都港区虎ノ門四丁目１
番１号

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00
 

(注)　当中間会計期間末日に当社が保有する自己株式数は、単元未満株式の買取りによるものです。

　　　なお、役員に対する株式報酬制度「役員報酬ＢＩＰ信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行

株式会社が保有している当社株式234,983株（議決権の数2,349個）を、自己株式として処理しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第

28号)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、IAS第34号)に準拠して作成しておりま

す。

当社の要約中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年３月１日から2026年８月31

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(１)【要約中間連結財政状態計算書】

    (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
2026年２月28日

 
当中間連結会計期間
2026年８月31日

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  7,194  6,956

営業債権  20,657  19,033

その他の短期金融資産  518  154

その他の流動資産  1,348  1,944

流動資産合計  29,717  28,087

     

非流動資産     

有形固定資産 6 25,556  23,619

のれん 6 94,669  94,691

無形資産 6 2,439  2,695

持分法で会計処理されている投資  6,672  6,575

その他の長期金融資産 10 6,823  6,916

繰延税金資産  3,593  3,390

その他の非流動資産  352  284

非流動資産合計  140,104  138,170

資産合計  169,821  166,257
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    (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
2026年２月28日

 
当中間連結会計期間
2026年８月31日

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務  5,820  5,245

借入金 7,10 17,300  16,300

その他の短期金融負債  5,738  5,407

未払法人所得税  2,743  1,856

未払従業員給付  11,362  11,881

引当金  95  130

その他の流動負債  2,732  2,615

流動負債合計  45,790  43,434

     

非流動負債     

長期借入金 7,10 31,438  29,340

その他の長期金融負債 10 13,737  12,521

長期未払従業員給付  572  552

引当金  3,294  3,269

繰延税金負債  173  173

その他の非流動負債  35  34

非流動負債合計  49,249  45,889

負債合計  95,039  89,323

     

資本     

資本金  27,456  27,456

資本剰余金 8 △12,321  △14,554

利益剰余金  59,566  63,492

自己株式  △296  △375

その他の資本の構成要素  △477  △49

親会社の所有者に帰属する持分合計  73,928  75,970

非支配持分  854  964

資本合計  74,782  76,934

負債及び資本合計  169,821  166,257
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(２)【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

 
当中間連結会計期間
自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

     

売上収益 5,9 73,143  73,159

売上原価  △59,578  △59,582

売上総利益  13,565  13,577

販売費及び一般管理費  △7,717  △7,520

その他の収益  111  128

その他の費用  △45  △12

営業利益  5,914  6,173

持分法による投資損益 5 202  313

金融収益 5 33  42

金融費用 5 △382  △469

税引前中間利益 5 5,767  6,059

法人所得税費用  △1,879  △1,661

中間利益  3,888  4,398

     

中間利益の帰属：     

親会社の所有者  3,823  4,284

非支配持分  65  114

中間利益  3,888  4,398

     

    (単位：円)

１株当たり中間利益 11    

基本的１株当たり中間利益  51.59  57.63

希薄化後１株当たり中間利益  51.49  57.60
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【要約中間連結包括利益計算書】

    (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

 
当中間連結会計期間
自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

     

中間利益  3,888  4,398

その他の包括利益     

純損益に振り替えられない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産で生じた利得(損失)

 152  81

持分法によるその他の包括利益  ―  ―

合計  152  81

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  △95  10

持分法によるその他の包括利益  △28  △17

合計  △123  △7

その他の包括利益合計(税引後)  29  74

中間包括利益  3,917  4,472

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  3,865  4,352

非支配持分  52  120

中間包括利益  3,917  4,472
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(３) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自 2025年３月１日 至 2025年８月31日）

(単位：百万円)

 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式

2025年３月１日現在  27,097  △8,058  51,385  △312

中間利益  ―  ―  3,823  ―

その他の包括利益  ―  ―  ―  ―

中間包括利益合計  ―  ―  3,823  ―

新株予約権の行使  359  359  ―  ―

新株予約権の失効  ―  12  ―  ―

株式報酬取引  ―  ―  ―  ―

剰余金の配当 8 ―  △2,207  ―  ―

自己株式の取得  ―  ―  ―  △0

自己株式の処分  ―  △4  ―  16

所有者との取引等合計  359  △1,840  ―  16

2025年８月31日現在  27,456  △9,898  55,208  △296

         
 

 

 注記
その他の資本
の構成要素

 
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

 非支配持分  資本合計

2025年３月１日現在  48  70,160  677  70,837

中間利益  ―  3,823  65  3,888

その他の包括利益  42  42  △13  29

中間包括利益合計  42  3,865  52  3,917

新株予約権の行使  △179  539  ―  539

新株予約権の失効  △12  ―  ―  ―

株式報酬取引  0  0  ―  0

剰余金の配当 8 ―  △2,207  △6  △2,213

自己株式の取得  ―  △0  ―  △0

自己株式の処分  ―  12  ―  12

所有者との取引等合計  △191  △1,656  △6  △1,662

2025年８月31日現在  △101  72,369  723  73,092
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当中間連結会計期間（自 2026年３月１日 至 2026年８月31日）

(単位：百万円)

 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式

2026年３月１日現在  27,456  △12,321  59,566  △296

中間利益  ―  ―  4,284  ―

その他の包括利益  ―  ―  ―  ―

中間包括利益合計  ―  ―  4,284  ―

株式報酬取引  ―  ―  ―  ―

剰余金の配当 8 ―  △2,230  ―  ―

自己株式の取得  ―  ―  ―  △89

自己株式の処分  ―  △3  ―  10

非支配持分株主との取引  ―  ―  ―  ―

その他の資本の構成要素から利益
剰余金への振替

10 ―  ―  △358  ―

所有者との取引等合計  ―  △2,233  △358  △79

2026年８月31日現在  27,456  △14,554  63,492  △375

         
 

 

 注記
その他の資本
の構成要素

 
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

 非支配持分  資本合計

2026年３月１日現在  △477  73,928  854  74,782

中間利益  ―  4,284  114  4,398

その他の包括利益  68  68  6  74

中間包括利益合計  68  4,352  120  4,472

株式報酬取引  2  2  ―  2

剰余金の配当 8 ―  △2,230  △84  △2,314

自己株式の取得  ―  △89  ―  △89

自己株式の処分  ―  7  ―  7

非支配持分株主との取引  ―  ―  74  74

その他の資本の構成要素から利益
剰余金への振替

10 358  ―  ―  ―

所有者との取引等合計  360  △2,310  △10  △2,320

2026年８月31日現在  △49  75,970  964  76,934
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(４) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

 
当中間連結会計期間
自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  5,767  6,059

減価償却費及び償却費  4,433  4,256

固定資産除売却損益(△は益)  33  7

持分法による投資損益(△は益)  △202  △313

金融収益  △33  △42

金融費用  382  469

営業債権の増減額(△は増加)  △714  1,637

営業債務の増減額(△は減少)  △324  △320

未払消費税等の増減額(△は減少)  1,215  △346

その他  2,075  576

小計  12,632  11,983

利息及び配当金の受取額  387  408

利息の支払額  △308  △409

法人所得税の支払額  △1,647  △2,414

営業活動からの正味キャッシュ・フロー  11,064  9,568

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △328  △544

無形資産の取得による支出  △198  △569

有価証券の取得による支出  △100  △69

有価証券の売却による収入  ―  27

敷金及び保証金の差入による支出  △47  △74

敷金及び保証金の回収による収入  518  134

資産除去債務の履行による支出  △71  △35

投資活動からの正味キャッシュ・フロー  △226  △1,130

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(△は減少)  △8,300  △1,000

長期借入れによる収入  18,000  ―

長期借入金の返済による支出  △13,500  △2,100

配当金の支払額  △2,207  △2,230

非支配持分への配当金の支払額  △6  △84

リース負債の返済による支出  △3,318  △3,255

株式の発行による収入  539  ―

非支配持分からの払込による収入  ―  74

自己株式の取得による支出  △0  △89

自己株式の売却による収入  6  4

財務活動からの正味キャッシュ・フロー  △8,786  △8,680

現金及び現金同等物に係る換算差額  △2  4

現金及び現金同等物の正味増減額(△は減少)  2,050  △238

現金及び現金同等物の期首残高  6,992  7,194

現金及び現金同等物の中間期末残高  9,042  6,956
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ベルシステム24ホールディングス（以下、「当社」）は日本に所在する企業であります。当中間連結会計

期間（2026年３月１日から2026年８月31日まで）の要約中間連結財務諸表は、当社及び連結子会社（以下、「当社グ

ループ」）並びに関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されております。当社グループは、ＣＲＭ

（Customer Relationship Management）ソリューションに関するアウトソーシングサービス、テクノロジーサービス

及びコンサルティングサービスを主たる事業としております。

 
２．作成の基礎

（１）IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

本要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、2026年２月

28日に終了した前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

なお、要約中間連結財務諸表は、2026年10月14日に当社取締役会にて承認されております。

 
（２）機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を四捨五入して表示

しております。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財

務諸表において適用した会計方針と同一であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利用

可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因を勘案した経営者の最善の判断に基づい

ております。しかし、これらの見積り及び仮定に基づく数値は、実際の結果と異なる可能性があります。見積り及び

その基礎となる仮定は経営者により継続して見直されます。会計上の見積り及び仮定の見直しによる影響は、その見

積りを見直した期間及びそれ以降の期間において認識しております。

本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、原則として前連結会計年度に係

る連結財務諸表と同様であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ベルシステム２４ホールディングス(E31896)

半期報告書

17/30



 

５．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う事業セグメントを基礎に決定されて

おります。なお、当社グループの事業セグメントは、ＣＲＭ事業及びその他事業から構成されており、サービスの種

類、性質、販売市場等から総合的に区分しております。

当社グループは、主にコンタクトセンター運営及びその付帯業務を取り扱うＣＲＭ事業で構成されております。

当社グループの収益、純損益の絶対額及び資産の金額のいずれにおいても、大部分が当該事業から構成されており

ます。そのため、報告セグメントはＣＲＭ事業のみとしております。

セグメント間の振替価格は、概ね市場実勢価格に基づいて行っております。

 
前中間連結会計期間 (自 2025年３月１日　至 2025年８月31日)

(単位：百万円)

 ＣＲＭ事業 その他 調整及び消去 連結

売上収益     

　外部収益 72,967 176 ― 73,143

　セグメント間収益（※１） ― 143 △143 ―

合計（※２） 72,967 319 △143 73,143

その他の損益     

減価償却費及び償却費 △4,416 △17 ― △4,433

持分法による投資損益 202 ― ― 202

金融収益 33 0 ― 33

金融費用 △382 ― ― △382

セグメント利益     

税引前中間利益 5,719 48 ― 5,767
 

（※）１．セグメント間収益は連結時に消去され、「調整及び消去」の欄に含まれております。

２．売上収益は、全て顧客との契約から認識した収益であります。

 
当中間連結会計期間 (自 2026年３月１日　至 2026年８月31日)

(単位：百万円)

 ＣＲＭ事業 その他 調整及び消去 連結

売上収益     

　外部収益 73,106 53 ― 73,159

　セグメント間収益（※１） 1 104 △105 ―

合計（※２） 73,107 157 △105 73,159

その他の損益     

減価償却費及び償却費 △4,256 △0 ― △4,256

持分法による投資損益 313 ― ― 313

金融収益 42 0 ― 42

金融費用 △469 ― ― △469

セグメント利益     

税引前中間利益 6,039 20 ― 6,059
 

（※）１．セグメント間収益は連結時に消去され、「調整及び消去」の欄に含まれております。

２．売上収益は、全て顧客との契約から認識した収益であります。
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６．有形固定資産、のれん及び無形資産

当中間連結会計期間において、重要な有形固定資産、のれん及び無形資産の取得、処分、減損の兆候はありませ

ん。

 
７．借入金

借入金の内訳は、以下の通りであります。

なお、長期借入金は償却原価で測定する金融負債に分類しております。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

2026年２月28日

当中間連結会計期間

2026年８月31日

平均利率（％）

（※）
返済期限

短期借入金 8,100 7,100 1.36 ―

１年内返済予定の長期借入金 9,200 9,200 1.89 2026年11月～

2030年8月長期借入金 31,438 29,340 1.82

合計 48,738 45,640 ― ―

流動負債 17,300 16,300 ― ―

非流動負債 31,438 29,340 ― ―

合計 48,738 45,640 ― ―
 

（※）当中間連結会計期間の残高に対する加重平均利率を記載しております。

 
当社は、コミットメントライン契約及び当座貸越契約等の借入契約を締結しており、借入金の未実行残高等は以下

の通りであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

2026年２月28日

当中間連結会計期間

 2026年８月31日

コミットメントライン契約の借入金   
融資限度額 15,000 15,000

借入実行残高 7,600 7,100

未実行残高 7,400 7,900

当座貸越契約の借入金   
融資限度額 11,500 11,500

借入実行残高 500 ―

未実行残高 11,000 11,500
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８．配当金

配当金の支払額は、以下の通りであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2025年５月29日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 2,213百万円 30円 2025年２月28日 2025年５月30日

 

（※）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金６百万円が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2026年５月27日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 2,236百万円 30円 2026年２月28日 2026年５月28日

 

（※）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間の末日後となるものは、

以下の通りであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2025年10月８日
取締役会

普通株式 資本剰余金 2,236百万円 30円 2025年８月31日 2025年11月12日

 

（※）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
の配当額

基準日 効力発生日

2026年10月14日
取締役会

普通株式 資本剰余金 2,236百万円 30円 2026年８月31日 2026年11月19日

 

（※）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。
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９．売上収益

収益の分解と報告セグメントとの関連は以下の通りであります。

 
前中間連結会計期間 (自 2025年３月１日　至 2025年８月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
ＣＲＭ事業 その他

スマートコンタクトセンター業務（※１） 62,601 ― 62,601

スマートビジネスサポート業務（※２） 10,366 ― 10,366

その他業務 ― 176 176

合計 72,967 176 73,143

顧客との契約から認識した収益 72,967 176 73,143

その他の源泉から認識した収益 ― ― ―
 

（※）１．クライアント企業とエンドユーザー間のコミュニケーション関連領域に係る業務

２．クライアント企業の社内業務の支援に係る業務

 
当中間連結会計期間 (自 2026年３月１日　至 2026年８月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
ＣＲＭ事業 その他

スマートコンタクトセンター業務（※１） 62,491 ― 62,491

スマートビジネスサポート業務（※２） 10,615 ― 10,615

その他業務 ― 53 53

合計 73,106 53 73,159

顧客との契約から認識した収益 73,106 53 73,159

その他の源泉から認識した収益 ― ― ―
 

（※）１．クライアント企業とエンドユーザー間のコミュニケーション関連領域に係る業務

２．クライアント企業の社内業務の支援に係る業務
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10．公正価値

（１）公正価値の算定方法

金融商品の公正価値の算定方法は、以下の通りであります。

 
①　現金及び現金同等物、預入期間が３ヵ月を超える定期預金、営業債権、その他の短期金融資産、営業債務、そ

の他の短期金融負債及び短期借入金

　　満期又は決済までの期間が短いため、要約中間連結財政状態計算書計上額は公正価値と近似しております。

②　敷金及び保証金

償還時期を見積もり、安全性の高い長期債券の金利を使用した将来キャッシュ・フローの現在価値により算定

しております。

③　１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる変動金利付債務を除く１年内返済予定の長期借入金及び長

期借入金は、同様の契約条項での市場金利を使用した将来のキャッシュ・フローの現在価値により算定しており

ます。

④　有価証券

以下「（２）公正価値ヒエラルキーのレベル別分類」に記載しております。

⑤　非支配持分に係る売建プット・オプション

行使時期を見積り、信用リスク等を反映した割引率を使用した将来キャッシュ・フローの現在価値を公正価値

としております。

 
（２）公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

金融商品の公正価値を、公正価値の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

 
レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

レベル３：観察可能でないインプット

 
公正価値に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレベ

ルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しております。また、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振

替は、各四半期の期首時点で発生したものとして認識しております。

取引所に上場されている銘柄は、取引所における相場価格を公正価値に使用しております。このうち、取引が

頻繁に行われている活発な市場での相場価格が入手できるものはレベル１に分類しております。

非上場銘柄は、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、類似会社の市場価格に基づく評価技法、純資

産価値に基づく評価技法（株式発行会社の純資産に基づき、時価評価により修正すべき事項がある場合は修正し

た金額により、企業価値を算定する方法）のうち、最適な方法を用いて公正価値を算定しております。これら

は、割引率、評価倍率及び当該投資先が保有する主要資産の定量的情報等の外部より観察不能なインプット情報

を総合的に考慮し、公正価値を測定したうえで、レベル３に分類しております。

重要なインプットが直接又は間接に観察可能である償却原価で測定する金融資産及び金融負債は、レベル２に

分類しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ベルシステム２４ホールディングス(E31896)

半期報告書

22/30



 

（３）金融商品の内訳及び公正価値

①　償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融商品の帳簿価額と公正価値ヒエラルキーは以下の通りであります。なお、帳簿価額が

公正価値の合理的な近似値である場合、それらの項目に関する情報は以下の表には含まれておりません。

 
前連結会計年度(2026年２月28日)

(単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

　敷金及び保証金 5,257 ― 5,124 ― 5,124

金融負債      

　長期借入金（※） 40,638 ― 40,650 ― 40,650

非支配持分に係る売建プット・オプション 691 ― ― 673 673
 

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 
当中間連結会計期間(2026年８月31日）

(単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

　敷金及び保証金 5,198 ― 5,031 ― 5,031

金融負債      

　長期借入金（※） 38,540 ― 38,550 ― 38,550

非支配持分に係る売建プット・オプション 691 ― ― 673 673
 

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

 
②　公正価値で測定する金融商品

公正価値で測定する金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下の通りであります。

なお、当社グループは、投資先企業との取引関係の維持や強化等を目的として保有する資本性金融商品につい

て、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しております。また、当社グループにおいて

当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債はありません。

 
前連結会計年度(2026年２月28日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

　資本性金融商品 415 ― 644 1,059

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

　負債性金融商品 ― ― 507 507

合計 415 ― 1,151 1,566
 

 
当中間連結会計期間(2026年８月31日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産     

　資本性金融商品 489 ― 689 1,178

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

　負債性金融商品 ― ― 541 541

合計 489 ― 1,230 1,719
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③　レベル３に分類された金融商品に関する定量的情報

レベル３に分類された主な金融商品に関する評価技法及びインプットは以下の通りであります。

 
前連結会計年度(2026年２月28日)

区分
公正価値
（百万円）

評価技法
重要な観察不能
インプット

インプット値
の加重平均

資本性金融商品 605 割引キャッシュ・フロー法 割引率 9.49％

負債性金融商品 507 純資産価値に基づく評価技法 ― ―
 

 

当中間連結会計期間(2026年８月31日）

区分
公正価値
（百万円）

評価技法
重要な観察不能
インプット

インプット値
の加重平均

資本性金融商品 631 割引キャッシュ・フロー法 割引率 10.83％

負債性金融商品 541 純資産価値に基づく評価技法 ― ―
 

(※) 非上場株式の公正価値測定で用いた重要な観察不能インプットは、割引率であります。割引率の著しい増加

（減少）は、公正価値の著しい低下（上昇）を生じることとなります。

 

④　レベル３に分類された金融商品の変動

レベル３に分類された金融商品の期首から期末までの変動は、以下の通りであります。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

当中間連結会計期間
自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

期首残高 1,566 1,151

利得及び損失   

　純損益（※１） △14 △17

　その他の包括利益（※２） 104 27

取得 100 69

売却（※３） ― △0

レベル３からの振替（※４） △532 ―

期末残高 1,224 1,230
 

（※）１．要約中間連結損益計算書の「金融収益」又は「金融費用」に含めております。

２．要約中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産で生じた利得

（損失）」に含めております。

３．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品の認識の中止に伴い、その他の資本の構

成要素に累積していた損失358百万円を利益剰余金に振り替えております。

４．前中間連結会計期間に認識されたレベル３からの振替は、投資先が取引所に上場したことによるもので

あります。
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11．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益の金額は、親会社の普通株主に帰属する中間利益を、当中間連結会計期間における基本

的加重平均発行済普通株式数で除して計算しております。

希薄化後１株当たり中間利益の金額は、親会社の普通株主に帰属する中間利益を、当中間連結会計期間における基

本的加重平均発行済普通株式数に、全ての希薄化効果を有する潜在的普通株式が普通株式へ転換された場合に発行さ

れるであろう普通株式の加重平均値を加えたもので除して計算しております。

なお、基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定において、役員報酬ＢＩＰ信託が所有す

る当社株式を自己株式として処理していることから、基本的加重平均普通株式数から当該株式数を控除しておりま

す。

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前中間連結会計期間
自 2025年３月１日
至 2025年８月31日

当中間連結会計期間
自 2026年３月１日
至 2026年８月31日

親会社の所有者に帰属する中間利益　(百万円) 3,823 4,284

親会社の普通株主に帰属しない金額　(百万円) ― ―

基本的１株当たり中間利益の計算に用いられた中間利益　

(百万円)
3,823 4,284

希薄化後１株当たり中間利益の計算に用いられた中間利益　

(百万円)
3,823 4,284

基本的加重平均普通株式数　(千株) 74,110 74,332

希薄化性潜在的普通株式の影響　(千株)   

ストック・オプションによる増加 110 ―

役員報酬ＢＩＰ信託による増加 40 50

希薄化後の加重平均普通株式数　(千株) 74,260 74,382

基本的１株当たり中間利益　(円) 51.59 57.63

希薄化後１株当たり中間利益　(円) 51.49 57.60
 

 

12．関連当事者取引

各報告期間における関連当事者との取引の合計額及び関連する資産又は負債の残高は、以下の通りであります。

 

前中間連結会計期間(自 2025年３月１日　至 2025年８月31日)

重要な取引等がないため記載を省略しております。

 
当中間連結会計期間(自 2026年３月１日　至 2026年８月31日)

重要な取引等がないため記載を省略しております。

 
13．偶発事象及び契約

該当事項はありません。

 
14．企業結合

前中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

該当事項はありません。
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15．後発事象

（Horizon One株式会社の株式譲渡）

当社は、ＢＰＯの領域拡大による事業の成長に向けた戦略的取り組みの一環として、連結子会社であるHorizon

One株式会社（以下、「Horizon One㈱」）の株式の一部を、株式会社レイヤーズ・コンサルティングに譲渡いたし

ました。

 
（１）譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

異動前の所有株式数 102株（所有割合：51.00％）

譲渡株式数  2株（所有割合： 1.00％）

譲渡価額  19百万円

異動後の所有株式数 100株（所有割合：50.00％）
 

 
（２）日程

契約締結日 2026年９月30日

譲渡実行日 2026年10月１日
 

 
（３）今後の見通し

本件株式譲渡により、Horizon One㈱は当社の連結子会社ではなく持分法適用会社となる見込みであります。

また、2027年２月期第３四半期連結会計期間において、支配喪失に伴う残存持分の公正価値評価により、約８

億円の評価益を「その他の収益」として計上する見込みであります。
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２ 【その他】

2026年10月14日開催の取締役会において剰余金の配当を決議しております。配当金の総額及び１株当たりの金額

は、「１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　８．配当金」に記載の通りであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 
2026年10月15日

株式会社ベルシステム24ホールディングス

取締役会　御中

　
PwC Japan有限責任監査法人

　　　東京事務所
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平　　岡　　伸　　也  

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 及　　川　　貴　　裕  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベルシス

テム24ホールディングスの2026年3月1日から2027年2月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年3月1日から

2026年8月31日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中

間連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ベルシステ

ム24ホールディングス及び連結子会社の2026年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開

示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸

表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

(注) 1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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